
 

 

 

平成 18 年 3 月期   個別財務諸表の概要           平成 18 年 5 月 17 日 

 

上 場 会 社 名          東武鉄道株式会社             上場取引所    東 
コ ー ド 番 号    9001                                           本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.tobu.co.jp/ ） 
代  表  者   取締役社長       根津 嘉澄 
問合せ先責任者   経理部主計担当課長   山本 勉       ＴＥＬ (03)3621－5144 
決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月 17 日       中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成 18 年 6 月 30 日     定時株主総会開催日  平成 18 年 6 月 29 日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
 
１． 平成 18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円    ％         百万円    ％
18 年 3 月期 
 17 年 3 月期 

233,070
214,126

8.8
△1.5

35,874
29,522

21.5
4.1

28,297
16,656

69.9
5.4

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円    ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 
 17 年 3 月期 

12,559
4,737

165.1 
△7.4 

14.58
5.52

14.58
5.52

8.7
3.3

2.1 
1.2 

12.1
7.8

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期  857,161,558 株    17 年 3 月期 857,458,069 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 
(2)配当状況                                 （百万円未満切捨） 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
 17 年 3 月期 

5.00
5.00

2.50 
2.50 

2.50
2.50

4,285
4,286

34.3 
90.6 

2.7
3.3

 
 
(3)財政状態                                 （百万円未満切捨） 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 3 月期 
 17 年 3 月期 

1,377,840 
1,363,112 

159,740
130,543

11.6 
9.6 

186.34
152.27

(注) ①期末発行済株式数   18 年 3 月期 856,934,774 株  17 年 3 月期 857,307,746 株 
     ②期末自己株式数     18 年 3 月期   1,737,833 株  17 年 3 月期  1,364,861 株 
 
 
 
２．平成 19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日)   

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

117,000 
233,000 

5,100
17,200

4,100
30,800

2.50
―

― 
2.50 

―
5.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  35 円 93 銭 

※ 上記の予想は、発表日現在で得られた情報に基づいて算定しております。従って、実際の業績は業況 
の変化などにより記載の予想とは異なる場合があります。 



比   較  貸   借   対   照   表 
（単位：百万円） 

資        産        の        部 負        債        の        部 

 

科        目 

当   期 

18.3.31 

前   期 

17.3.31 
増減額 

 

科        目 

当   期 

18.3.31 

前   期 

17.3.31 
増減額 

流 動 資 産 112,968 125,921 △12,953 流 動 負 債 317,535 298,663 18,872

現 金 ・ 預 金 4,944 3,791 1,152 短 期 借 入 金 159,066 182,912 △23,845

未 収 運 賃 2,587 2,595 △7 一 年 内 償 還 社 債 40,000 30,000 10,000

未 収 金 7,781 15,241 △7,460 未 払 金 44,582 30,575 14,006

未 収 収 益 137 198 △61 未 払 費 用 5,712 5,651 61

短 期 貸 付 金 7,660 6,953 706 未 払 消 費 税 等 1,697 － 1,697

有 価 証 券 1,000 562 437 未 払 法 人 税 等 18,860 － 18,860

分 譲 土 地 建 物 64,808 69,484 △4,675 預 り 連 絡 運 賃 2,729 2,763 △34

貯 蔵 品 2,050 1,510 540 預 り 金 17,624 17,572 52

前 払 費 用 2,351 1,340 1,011 前 受 運 賃 8,978 8,549 429

繰 延 税 金 資 産 20,579 22,263 △1,683 前 受 金 14,468 16,877 △2,409

特定都市鉄道整備積立金 － 19 △19 前 受 収 益 1,511 1,509 1

そ の 他 の 流 動 資 産 4,144 6,560 △2,416 そ の 他 の 流 動 負 債 2,304 2,251 52

貸 倒 引 当 金 △5,078 △4,600 △478 固 定 負 債 861,169 887,473 △26,303

固 定 資 産 1,264,872 1,237,190 27,681 社 債 147,000 172,000 △25,000

鉄 道 事 業 固 定 資 産 701,433 704,009 △2,575 長 期 借 入 金 480,769 482,308 △1,539

開 発 事 業 固 定 資 産 231,959 257,156 △25,197 長 期 未 払 金 100,287 108,144 △7,857

各事業関連固定資産 11,270 11,413 △143 繰 延 税 金 負 債 19,445 9,540 9,905

建 設 仮 勘 定 26,313 16,656 9,656 再評価に係る繰延税金負債 52,296 52,280 16

投 資 そ の 他 の 資 産 293,896 247,955 45,941 退 職 給 付 引 当 金 22,356 23,110 △753

関 係 会 社 株 式 137,022 137,345 △323 関係会社損失引当金 5,640 3,475 2,165

投 資 有 価 証 券 107,073 70,388 36,684 そ の 他 の 固 定 負 債 33,373 36,613 △3,240

長 期 貸 付 金 1,733 2,126 △393 特別法上の準備金 39,395 46,433 △7,037

破産債権・更生債権・  特定都市鉄道整備準備金 39,395 46,433 △7,037

その他これらに準ずる債権 287 1,589 △1,302 負 債 の 部 計 1,218,100 1,232,569 △14,468

そ の 他 の 投 資 等 50,213 40,446 9,767 資        本        の        部 

貸 倒 引 当 金 △2,435 △3,943 1,508 資 本 金 66,166 66,166 －

  資 本 剰 余 金 34,399 34,389 10

  資 本 準 備 金 16,541 16,541 －

  そ の 他 資 本 剰 余 金 17,858 17,847 10

  資本準備金減少差益 17,835 17,835 －

  自己株式処分差益 22 11 10

  利 益 剰 余 金 11,333 6,964 4,368

  当 期 未 処 分 利 益 11,333 6,964 4,368

  土地再評価差額金 4,704 3,063 1,640

  その他有価証券評価差額金 43,854 20,450 23,404

  自 己 株 式 △718 △491 △226

  資 本 の 部 計 159,740 130,543 29,197

資 産 合 計 1,377,840 1,363,112 14,728 負 債 及 び 資 本 合 計 1,377,840 1,363,112 14,728

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比   較  損   益   計   算   書 

                （単位：百万円） 

 

科             目 

    当        期    

1 7 . 4 .  1 

1 8 . 3 . 3 1

    前        期     

1 6 . 4 .  1 

1 7 . 3 . 3 1 

 

増   減   額 

鉄    道    事    業  
営 業 収 益 157,075 156,248 826

営 業 費 用 131,309 132,773 △1,464

営 業 利 益 25,765 23,474 2,291

開    発    事    業  

営 業 収 益 75,995 57,877 18,117

営 業 費 用 65,886 51,829 14,056

営 業 利 益 10,108 6,047 4,060

  
全 事 業 営 業 利 益 35,874 29,522 6,352

  
営  業  外  収  益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,296 6,069 227

そ の 他 4,400 1,402 2,998

小 計 10,697 7,471 3,225

営  業  外  費  用  

支 払 利 息 17,742 19,213 △1,470

そ の 他 532 1,124 △592

小 計 18,274 20,338 △2,063

  
経 常 利 益 28,297 16,656 11,641

  
特 別 利 益 24,734 39,182 △14,447

特 別 損 失 23,520 47,149 △23,628

  
税 引 前 当 期 純 利 益 29,510 8,688 20,821

法人税、住民税及び事業税 19,097 1,899 17,198

過年度未払法人税等戻入額 － △147 147

法 人 税 等 調 整 額 △2,146 2,199 △4,346

計 16,951 3,951 12,999

  
当 期 純 利 益 12,559 4,737 7,822

前 期 繰 越 利 益 4,821 4,496 325

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △3,905 53 △3,959
合 併 による未処分利益受入額 － 4,536 △4,536
吸収分割による子会社株式消却損 － 4,715 △4,715

中 間 配 当 額 2,143 2,143 △0

当 期 未 処 分 利 益 11,333 6,964 4,368

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比 較  利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

科             目 当 期 前 期 増 減 額 

  

当 期 未 処 分 利 益 11,333 6,964 4,368

利 益 処 分 額  

配 当 金 2,142 2,143 △0

 (1株当たり 2円50銭) (1株当たり 2円50銭)

役 員 賞 与 金 60 － 60

（取締役賞与金） （ 60） （ －） （ 60）

合 計 2,202 2,143 59

次 期 繰 越 利 益 9,130 4,821 4,309

（注） １ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 平成17年12月9日に2,143百万円（1株当たり2円50銭）の中間配当を実施いたしました。 

    ３ 平成16年12月10日に2,143百万円（1株当たり2円50銭）の中間配当を実施いたしました。
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重 要 な 会 計 方 針 

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

     満 期 保 有 目 的 債 券        償却原価法（定額法） 

     子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 

     そ  の  他  有  価  証  券 

         時 価 の あ る も の        決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、 

                      売却原価は移動平均法により算定しております。） 

         時 価 の な い も の        移動平均法による原価法 

  ２ デリバティブ取引の評価方法      時 価 法 

   なお、金利スワップおよびキャップ取引の特例処理をしております。              

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     分 譲 土 地 建 物     個別法による原価法 

     貯 蔵 品        移動平均法による原価法 

  ４ 固定資産の減価償却方法 

（ｲ）有形固定資産 

        鉄道事業の有形固定資産       定 率 法 

        鉄道事業の取替資産        取 替 法（定率法） 

        その他の有形固定資産       定 額 法 

     ただし、鉄道事業の有形固定資産のうち平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用しております。 

     なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。     
   （ﾛ）無形固定資産                     定 額 法 

償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、ソフ

トウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用し

ております。 

  ５ 工事負担金等の圧縮記帳処理方法 

    当社は、連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等より

工事費の一部として工事負担金等を受けております。 

    これらの工事負担金等のうち、対象工事の完成により増収が見込まれないもので、1億円以上のもの

については、工事完成時に、工事負担金相当額を取得原価から直接減額して計上しております。 

      なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。 

６ 繰延資産の処理方法 

   社債発行費については、支出時の費用として処理しております。 

７ 重要な引当金の計上方法 

（ｲ）貸倒引当金 

         貸付金及び売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

        懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 
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   （ﾛ）退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上しております。 

     会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。  

  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による

定額法により、翌期から費用処理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額

法により、費用処理することとしております。 

     また、45歳以上の従業員の退職金の1/2につき適格退職年金制度を採用しております。 

    （追加情報） 

     平成18年4月1日付にて実施する退職金規程の改訂を含めた退職給付制度の変更にあたり、退職

金の一部を精算することといたしました。この退職給付制度の変更に伴い、退職金精算支払額

2,405百万円から当該精算に伴う退職給付債務取崩額1,920百万円を控除し、数理計算上差異償却

額331百万円及び会計基準変更時差異償却額491百万円を加えた1,308百万円を特別損失計上いた

しました。 

これにより、税引前当期純利益は同額減少しております。 

   （ﾊ）関係会社損失引当金 

         関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案して、当社が負担する 

        こととなる損失見込額を計上しております。 

８ 特別法上の準備金 

      特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により計上及び取崩し 

    ております。 

      なお、特定都市鉄道整備準備金のうち7,037百万円については、一年内に使用されると認められる 

     ものであります。 

９ リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

     ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  10 ヘッジ会計の方法 

    当社は、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利スワップ取引及びキ

ャップ取引を行っており、その全ての取引について特例処理を適用しております。 

  11 消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。 

 

 

会計方針の変更 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。 

これにより、税引前当期純利益は 10,558 百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 
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貸借対照表の注記 

 

 当  期  前  期  

１ 有形固定資産の減価償却累計額 589,050 百万円 560,501 百万円 

２  事業用固定資産    

    有形固定資産 937,127 百万円 964,522 百万円 

      土     地 437,796 百万円 450,890 百万円 

      建     物 146,168 百万円 160,055 百万円 

      構  築  物 278,025 百万円 282,384 百万円 

      車     両 43,676 百万円 39,739 百万円 

      そ  の  他 31,459 百万円 31,452 百万円 

    無形固定資産 7,535 百万円 8,056 百万円 

３ 担保に供している資産    

   鉄道財団 681,980 百万円 699,072 百万円 
   その他 1,788 百万円 1,840 百万円 
４ 事業用固定資産の取得原価から    

  控除した工事負担金等 191,254 百万円 188,071 百万円 

５ 投資有価証券のうち、41,450百万円については有価証券消費貸借契約により貸付を行って 

 おります。 

６ 純資産額及び利益の維持に係る財務制限条項 

 借入金のうち104,645百万円については、各年度の決算期における連結及び単体の貸借対照 

 表における資本の部の金額を前年同期比または直前の中間期末比75％以上に維持すること 

 を確約しております。なお、このうち60,000百万円については、各年度の中間期においても 

 同様に連結及び単体の貸借対照表における資本の部の金額を前年同期比または前期末対比 

 75％以上に維持することを確約しております。 

  あわせて、上記借入金104,645百万円のうち89,905百万円については、各年度の決算期または

 中間期及び決算期における連結及び単体の損益計算書に示される当期損益が2期連続して損失 

 とならないようにすることを確約しております。 

  また、社債のうち40,000百万円については、各年度の決算期における単体の損益計算書に 

 示される経常損益が2期または3期連続して損失となった場合、当該債務について期限の利益を

 喪失することもあります。 

７ 授権株式数      普通株式 2,000,000 千株 普通株式 2,000,000 千株 

  発行済株式数     普通株式 858,672 千株 普通株式 858,672 千株 

８ 自己株式数      普通株式 1,737 千株 普通株式 1,364 千株 

９ 保証債務 17,501 百万円 20,951 百万円 

10 保証予約 33,378 百万円 37,666 百万円 

11 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する 

 法律の一部を改正する法律（平成11年3月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評 

 価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。 

   再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）に基づき、鉄道事 

  業用土地については同施行令第2条第3号に定める固定資産税評価額により、その他事業用 

  土地については同条第1号に定める公示価格及び第2号に定める基準地価格により行ってお 

  ります。 

   再評価を行った日  平成14年3月31日 
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  また、平成14年2月1日に吸収合併した東武アネックス㈱・東武エステート㈱・東武プロパ 

 ティーズ㈱及び同年3月1日に吸収合併した銀座エフツー㈱においては、下記により各々合併 

 前期日において、事業用土地の再評価を行っております。 

  東武アネックス㈱・東武エステート㈱・東武プロパティーズ㈱ 

   再評価の方法   土地の再評価に関する法律施行令第2条第5号に定める不動産鑑定士 

            による鑑定評価額により算定 

   再評価を行った日 平成14年1月31日 

  銀座エフツー㈱ 

   再評価の方法   土地の再評価に関する法律施行令第2条第3号に定める固定資産税評 

            価額及び第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算定 

   再評価を行った日 平成13年12月31日 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業 

 用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額              58,058百万円 

12 貸出コミットメント 

  当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行7行と貸出コミットメント契約を締結し 

 ております。 

  当期末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

      貸出コミットメントの総額     70,000百万円 

      借入実行残高            8,400百万円 

      差引額              61,600百万円 

 

 

損益計算書の注記 

 

 当  期  前  期  

１ 営業収益 233,070 百万円 214,126 百万円 

２ 営 業 費 197,195 百万円 184,603 百万円 

運 送 営 業 費 及 び 売 上 原 価 124,702 百万円 112,344 百万円 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,393 百万円 26,378 百万円 

諸 税 8,467 百万円 8,118 百万円 

減 価 償 却 費 36,631 百万円 37,762 百万円 

３ 特別利益の主な内訳    

固 定 資 産 売 却 益 12,833 百万円 690 百万円 

特定都市鉄道整備準備金取崩額 7,037 百万円 3,420 百万円 

工 事 負 担 金 等 受 入 額 3,182 百万円 31,474 百万円 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 89 百万円 537 百万円 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － 百万円 2,777 百万円 

そ の 他 1,591 百万円 282 百万円 
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４ 特別損失の主な内訳    

減 損 損 失 10,558 百万円 － 百万円 

固 定 資 産 圧 縮 損 3,182 百万円 31,474 百万円 

関係会社損失引当金繰入額 2,165 百万円 449 百万円 

固 定 資 産 譲 渡 損 1,383 百万円 1 百万円 

退職給付制度変更による精算差損 1,308 百万円 － 百万円 

固 定 資 産 除 却 損 1,065 百万円 565 百万円 

固 定 資 産 売 却 損 996 百万円 343 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 667 百万円 649 百万円 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 22 百万円 156 百万円 

分 譲 土 地 建 物 評 価 損 － 百万円 8,059 百万円 

特定都市鉄道整備準備金繰入額 － 百万円 3,965 百万円 

関 係 会 社 株 式 売 却 損 － 百万円 889 百万円 

そ の 他 2,170 百万円 594 百万円 

５ 減損損失 

当社は、当期において以下のとおり減損損失を計上いたしました。 

（１）減損損失を認識した主な資産 

事業区分 用途 種類 場所 

ホテル施設 土地、建物ほか 宮城県松島町ほか 

ゴルフ場施設 土地、建物ほか 栃木県壬生町ほか 

賃貸施設 土地、建物ほか 豊島区西池袋ほか 

 

開発事業

固定資産 

遊休資産 土地、建物ほか 埼玉県宮代町ほか 

  （２）資産のグルーピングの方法 

     管理会計上の事業毎又は物件・施設毎に資産のグルーピングを行っております。 

  （３）減損損失を認識するに至った経緯 

     利用客の減少等により当初想定していた営業損益が見込めなくなったことや継続的

な地価の下落などにより減損損失を認識しております。 

  （４）減損損失の内訳 

     開発事業固定資産         10,558 百万円 

     （うち土地 6,061 百万円、建物ほか 4,496 百万円） 

  （５）回収可能価額の算定方法 

     回収可能価額は正味売却価額及び使用価値により測定しております。正味売却価額

は、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額もしくは固定資産税評価額に合理的な調整

を行って算出した金額を使用しております。また、使用価値については、将来キャッシ

ュフローを 4.0％で割り引いて算出しております。 

 

 

 

リ ー ス 取 引 

 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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有  価  証  券 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当   期）  （平成 18 年 3 月 31 日現在）                   (単位：百万円) 

種 類 貸 借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

子 会 社 株 式 － － －

関 連 会 社 株 式 1,536 3,951 2,415

合 計 1,536 3,951 2,415

 

（前   期）  （平成 17 年 3 月 31 日現在）                   (単位：百万円) 

種 類 貸 借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

子 会 社 株 式 － － －

関 連 会 社 株 式 1,536 2,937 1,401

合 計 1,536 2,937 1,401

 

 

 

税  効  果  会  計 

 

   １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当 期   

(繰延税金資産)  

分 譲 土 地 建 物 評 価 損 19,397 百万円 

退職給付引当金損金算入限度超過額 7,025 百万円 

減 損 損 失 3,772 百万円 

減損により取崩した土地再評価差額 4,429 百万円 

関 係 会 社 損 失 引 当 金 繰 入 額 2,272 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,761 百万円 

未 払 事 業 税 1,436 百万円 

退職給付制度変更に伴う退職金未払計上 969 百万円 

有 価 証 券 評 価 損 512 百万円 

吸 収 分 割 に よ る 引 継 土 地 4,463 百万円 

そ の 他 275 百万円 

    繰 延 税 金 資 産 小 計 46,315 百万円 

 評 価 性 引 当 額 △8,203 百万円 

 繰 延 税 金 負 債 と の 相 殺 額 △17,532 百万円 

    繰 延 税 金 資 産 合 計 20,579 百万円 

  

(繰延税金負債)  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 29,603 百万円 

吸 収 分 割 に よ る 引 継 土 地 7,374 百万円 

  繰 延 税 金 負 債 小 計 36,978 百万円 

 繰 延 税 金 資 産 と の 相 殺 額 △17,532 百万円 

    繰 延 税 金 負 債 合 計 19,445 百万円 

  

  繰 延 税 金 資 産 の 純 額 1,133 百万円 
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 当 期   

法定実効税率 40.3 ％ 

（調整）  

評 価 性 引 当 額 21.7 ％ 

住 民 税 均 等 割 0.3 ％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.2 ％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％ 

減損に伴う再評価に係る繰延税金負債取崩等 △4.8 ％ 

そ の 他 △0.5 ％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.4 ％ 

 

 

 

１ 株 当 た り 情 報 

 
当期 前期 

1株当たり純資産額          186 円 34銭

1株当たり当期純利益金額         14 円 58銭

潜在株式調整後 1株当たり        

当期純利益金額              14 円 58 銭

 

 

1 株当たり純資産額          152 円 27銭

1株当たり当期純利益金額         5 円 52銭

潜在株式調整後 1株当たり        

当期純利益金額              5 円 52 銭

 

 

 

（注）1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 

 当期 前期 

1 株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） 12,559 4,737

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 －

  （うち利益処分による役員賞与金） (60) (－)

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 12,499 4,737

 期中平均株式数（千株） 857,161 857,458

 

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額 

 当期純利益調整額（百万円） － －

 普通株式増加数（千株） 25 50

 （うち新株予約権） （25） （50）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

1株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 

――――  

 

 

――――  
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役 員 の 異 動 （平成１８年６月２９日付） 

（１）代表者の異動 

 

    該当事項はありません 

 

（２）その他役員の異動 

 

① 新任取締役候補 

 

      取締役  千賀 一雄 （現 資産管理部部長） 

      取締役  古澤 廣道 （現 鉄道事業本部計画管理部長） 

      取締役  永瀬 郁夫 （現 鉄道事業本部安全推進部長） 

  

  ② 退任予定取締役 

       

      取締役  中谷 和男 （現 鉄道事業本部副本部長） 

      取締役  竹内  昭 （現 資産管理部長） 

 

                                   以 上 
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（参考資料） 

 

鉄 道 旅 客 収 入 及 び 旅 客 人 員 表 
 

（決算） 

      当         期          前         期      増減率 

定 期 外 77,312 百万円 77,298 百万円 0.0 ％ 

定 期 65,409 百万円 64,786 百万円 1.0 ％ 

旅

客

収

入 合 計 142,722 百万円 142,084 百万円   0.4 ％ 

定 期 外 291,464 千  人 289,834 千  人   0.6 ％ 

定 期 559,060 千  人 564,644 千  人 △1.0 ％ 

旅

客

人

員 合 計 850,524 千  人 854,478 千  人   △0.5 ％ 

 

（業績予想） 

 次 期 予 想      当         期      増減率 

定 期 外 76,133 百万円 77,312 百万円 △1.5 ％ 

定 期 64,633 百万円 65,409 百万円 △1.2 ％ 

旅

客

収

入 合 計 140,766 百万円 142,722 百万円 △1.4 ％ 

定 期 外 285,449 千  人 291,464 千  人 △2.1 ％ 

定 期 553,703 千  人 559,060 千  人 △1.0 ％ 

旅

客

人

員 合 計 839,152 千  人 850,524 千  人 △1.3 ％ 

 

  ※ 定期外旅客収入は、急行料金を含んでおります。 

  ※ 旅客人員は単位未満端数四捨五入で表示しております。 
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